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貸 借 対 照 表 

(平成 22 年７月 31 日現在) 
 
 

（単位：千円）  

資  産  の  部  負  債  の  部 

科 目 金  額  科 目 金  額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

器 具 備 品 

無 形 固 定 資 産 

商 標 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

専 用 実 施 権 

 

55,197 

55,106 

90 

1,387 

97 

97 

1,289 

132 

40 

1,117 

 

 

流 動 負 債 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

預 り 金 

1,328 

286 

180 

859 

2 

 負 債 合 計 1,328 

 純  資 産 の 部 

 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

55,256 

42,500 

42,500 

△29,743 

 純 資 産 合 計 55,256 

資 産 合 計 56,585  負債及び純資産合計  56,585 
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損 益 計 算 書 

( 平成 21 年８月１日から 
平成 22年７月 31日まで ) 

 
 

(単位：千円) 

科       目 金     額 

売 上 高 22,206 

売 上 原 価 5,796 

売 上 総 利 益 16,410 

販売費及び一般管理費 2,580 

営 業 利 益 13,830 

営 業 外 収 益 0 

雑 収 入 0 

経 常 利 益 13,830 

特 別 利 益  13 

貸倒引当金戻入 13 

税引前当期純利益 13,844 

法人税、住民税及び事業税 180 

当 期 純 利 益 13,664 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

( 平成 21 年８月１日から 
平成 22年７月 31日まで ) 

 

(単位：千円) 
 

 株主資本 

純資産合

計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資

本合計 
資本準

備金 

資本剰

余金合

計 

その他利

益剰余金 利益剰余

金合計 繰越利益

剰余金 

平成 21 年７月 31

日残高 
42,500 42,500 42,500 △43,408 △43,408 41,591 41,591 

事業年度中の 

変動額 
       

当期純利益 － － － 13,664 13,664 13,664 13,664 

事業年度中の 

変動額合計 
－ － － 13,664 13,664 13,664 13,664 

平成 22 年７月 31

日残高 
42,500 42,500 42,500 △29,743 △29,743 55,256 55,256 
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個 別 注 記 表 
 
1. 記載金額は千円未満を切り捨て表示しております。 

 
2. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 
 (1) たな卸資産の評価基準及び評価方法 
    商     品：移動平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法） 
 
 (2) 固定資産の減価償却の方法 
    有形固定資産：定率法 

主な耐用年数 
  器具及び備品     ５年 

    無形固定資産：定額法 
主な耐用年数 
  専用実施権      ８年 
但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 
 (3) 引当金の計上基準 
    貸倒引当金：債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。 

 
(4)  重要な会計方針の変更 

当事業年度から平成 18 年 7 月 5日公布の「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会
計基準委員会 企業会計基準第 9号）を適用しております。 

なお、この変更に伴う当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。 
 
 (5) 消費税等の会計処理 
    消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
 
3. 株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数に関する事項 
 

株式の種類 
前事業年度末の

株式数 

当事業年度増加

株式数 

当事業年度減少

株式数 

当事業年度末の

株式数 

普通株式 1,700 株 － － 1,700 株 

 

 

 

 


